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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画の策定の背景と目的 

2025 年にはいわゆる団塊の世代（1947 年～1949 年生まれ）が 75 歳以

上、2040 年には団塊ジュニア世代（1971 年～1974 年生まれ）が 65 歳以

上になると見込まれています。 

介護保険制度は、「介護が必要な状態になっても、その人らしい生活ができるこ

と」を目的に平成 12 年（2000 年）に創設され、社会全体で高齢者を支える仕

組みとして大きな役割を果たしてきました。昨今では、必要な介護サービス基盤

等の整備をはじめ、住まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供するた

めの「地域包括ケアシステム」を構築し、さらに深化させることが課題となって

います。そのためには、高齢者・子ども・障がい者すべての人が支え合う「地域

共生社会」の実現を目指すことが非常に重要となっています。 

また、国においては、平成 26 年（2014 年）には地域包括ケアシステムの構

築及び介護保険制度持続可能性の確保のため、医療法（昭和 23 年法律第 205

号）や介護保険法（平成９年法律第 123 号）等その他の関係法律を改正し、効

率的で質の高い医療提供体制を構築するための医療制度改革とともに介護保険制

度の改革が一体的に行われました。この改正では地域支援事業の充実、低所得者

の保険料軽減の強化、予防給付のうち訪問介護及び通所介護を地域支援事業へ移

行、特別養護老人ホームへの新規入所者を原則要介護３以上の高齢者に限定、所

得・資産のある人の利用者負担の見直し等が行われました。 

 

これらの制度改正等を受けて、七宗町では平成 30 年度（2018 年度）から平

成 32 年度（2020 年度）までを計画期間とする「七宗町高齢者きらめきプラン

Ⅶ （平成 30 年度～平成 32 年度）」を策定しました。本計画はいわゆる団塊の

世代が 75 歳に達する 2025 年を見据えて、できる限り住み慣れた地域で暮らし

続けられるまちづくりを目指し、七宗町の地域ニーズにあった高齢者福祉施策の

推進及び持続可能な介護保険事業の運営に係る基本的な考え方や施策を総合的に

実行していきます。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、老人福祉法第 20 条の 8 の規定に基づく「高齢者福祉計画」及び介

護保険法第 117 条の規定に基づく「介護保険事業計画」を一体的に策定し、高

齢者施策と介護保険事業の総合的、一体的な推進を図ります。 

「高齢者福祉計画」は、高齢者を対象とした老人福祉に関する供給体制の確保

を定めるものです。 

「介護保険事業計画」は、介護保険事業に関する保険給付の円滑な実施に関す

ることを定めるものです。 

また、上位計画である「七宗町第五次総合計画」に基づき、町の高齢者に関わ

る福祉施策の基本的な方向性を明確にするものです。 

さらに、岐阜県が策定する「第７期岐阜県高齢者安心計画」「第７期岐阜県保健

医療計画」等との調和を図り策定しています。 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、平成 30 年度（2018 年度）から平成 32 年度（2020 年度）

までの３年間です。 

平成 37 年度（2025 年度）までを見据えたサービス・給付水準を掲載し、中

長期的な視点に立った施策の展開を図ります。 

 

図 2025 年を⾒据えた⾼齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2015 年 2025 年 

団塊の世代が 
65 歳に 

団塊の世代が 
75 歳に 

<2025 年までの見通し> 

第５期計画 
平成 24 年 

（2012 年）～ 
平成 26 年 
（2014 年） 

第７期計画
平成 30 年 

（2018 年）～

平成 32 年 

（2020 年）

 

第８期計画 
平成 33 年 
（2021 年）～
平成 35 年 
（2023 年）

第９期計画 
平成 36 年 
（2024 年）～ 
平成 38 年 
（2026 年） 

第６期計画 
平成 27 年 

（2015 年）～ 
平成 29 年 
（2017 年） 
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４ 計画の策定体制 

（１）介護保険等運営協議会及び計画策定委員会における協議 

本計画は、公募で選任された住民代表（被保険者）や、学識経験者、保健・医

療・福祉各分野の関係者等で構成される「七宗町介護保険等運営協議会及び高齢

者福祉計画・第７期介護保険事業計画策定委員会」において、審議、検討を行い

ました。 

 

（２）庁内関係課相互間の連携 

介護に関する施策は福祉分野にとどまらず、保健、医療、住宅、交通等広範な

分野にわたるため、住民課が中心となり、関連する担当課との相互連携を図りな

がら、本計画を進めます。 

 

（３）アンケート調査の実施 

高齢者保健福祉、介護保険サービス等に対する利用状況、利用意向などを把握

するため、町内在住の 65 歳以上の一般高齢者、要支援・要介護認定を受けてい

る高齢者を対象に実態調査を実施しました。 

 

（４）パブリックコメントの実施 

本町ホームページ上で計画書素案を公開し、住民の皆さんから広く意見を募集

するパブリックコメントを実施しました。 
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５ 計画の推進・評価体制 

（１）計画の推進 

本計画は、住民、地域、介護、福祉、保健、医療の関係機関、行政機関等が連

携、協力して推進します。 

それぞれの施策を適切かつ効果的に行うために、「七宗町介護保険等運営協議会

及び高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画策定委員会」において計画の進行

管理を行います。 

また、住民の声を計画の推進に反映させるため、住民の皆さんが集まる機会を

積極的に活用し、情報の共有や意見交換を行い、計画の進捗状況や実態把握に努

め、計画の検証・評価に活かします。 

介護サービスの基盤整備については、過不足のないサービスを提供できるよう

考慮し、特別養護老人ホーム等広域的な施設の整備については、県や近隣の各市

町村との連携を図りながら推進します。 

 

（２）計画の評価 

計画の進行状況の点検・評価を行うため、「七宗町介護保険等運営協議会及び高

齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画策定委員会」において各年度の数値目標

の達成状況などを点検し、第７期計画に盛り込んだ各施策が住民のニーズや地域

の状況に応じ有効に機能しているか等評価をします。評価については、町の広報

やホームページでの公表に加え、サロン等の機会で住民に情報提供していきます。 

また、法改正や社会情勢の変化などによって、本計画における施策の見直しが

必要になった場合には、「七宗町介護保険等運営協議会及び高齢者福祉計画・第７

期介護保険事業計画策定委員会」に意見を求め、内容の改善を図る等適切な対応

を行います。 
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６ 平成 30 年度（2018 年度）介護保険制度改正について 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進 

改正１ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組みを推進 

○各市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みを制

度化 

○国から提供されたデータを分析した上で介護保険事業計画を策定し、介護予防・重度

化防止等の取組み内容と目標を記載 

○県による市町村への支援事業の創設と、財政的インセンティブの付与規定の整備 

○地域包括支援センターの機能強化 

○居宅サービス事業者等の指定に対する保険者の関与強化 

○認知症施策の推進 

 

改正２ 医療・介護の連携の推進等 

○「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と「生活施設」としての機

能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設 

○医療・介護の連携等についての必要な情報の提供や支援を、県が市町村へ行うよう規

定を整備 

 

改正３ 地域共生社会の実現に向けた取組みの推進等 

○地域住民と行政等との協働による包括的支援体制づくり、福祉分野の共通事項を記載

した地域福祉計画の策定の努力義務化 

○高齢者と障がい者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障がい

福祉制度に新たに共生型サービスを位置づけ 

○有料老人ホーム入居者保護のための施策の強化 

 

（２）持続可能性の確保 

改正４ 所得の高い層の利用負担割合の見直し 

○平成 30 年（2018 年）8 月より介護サービスの利用負担について、世代間・世代内

の公平性を確保しつつ制度の持続可能性を高める観点から、２割負担者のうち特に所

得の高い層の負担割合を３割に引き上げ 

改正５ 介護納付金への総報酬割の導入 

○平成 29 年（2017 年）8 月より各医療保険者が納付する介護納付金（40～64 歳

の保険料）を、被用者保険間で『総報酬割』に変更 
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第２章 高齢者の現状と将来推計 

１ 本町の概況と高齢者の現状 

（１）人口と高齢化率の実績と推計 

本町における総人口は減少傾向にあり、平成 29 年（2017 年）時点で 3,992

人となっています。今後も減少が予測され、平成 37 年（2025 年）には 3,459

人となる見込みです。 

高齢化率は、全国、岐阜県と比較しますと、本町は非常に高くなっています。 

 
図 ⼈⼝の実績と推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ⾼齢化率の実績と推計 全国・県との⽐較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所の平成 25（2013 年）年３月推計値を基に、平成 27 年（2015

年）国勢調査結果を踏まえて厚生労働省が算定した数値を使用  
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２ 介護保険サービスの利用者に係る推計 

（１）高齢者人口の実績と推計 

高齢者人口（65 歳以上人口）は、微減しており、平成 29 年（2017 年）で

は 1,707 人となっています。平成 37 年（2025 年）にはさらに減少し、1,646

人となる見込みです。 

 

図 ⾼齢者⼈⼝の実績と推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ⾼齢者⼈⼝の実績と推計 
 

区 分 平成 27 年 
(2015 年) 

平成 28 年
(2016 年)

平成 29 年
(2017 年)

平成 30 年
(2018 年)

平成 31 年 
(2019 年)

平成 32 年 
(2020 年) 

平成 37 年
(2025 年)

総 ⼈ ⼝（⼈） 4,128 4,060 3,992 3,923 3,855 3,787 3,459
⾼齢者⼈⼝（⼈） 

（65 歳以上） 1,712 1,711 1,707 1,705 1,701 1,700 1,646

⾼齢化率（％） 41.5 42.1 42.8 43.5 44.1 44.9 47.6
65 歳以上 75 歳未満

⼈⼝（⼈） 
（前期⾼齢者⼈⼝） 

730 728 724 724 720 718 602

 ⽐ 率 （％） 42.6 42.5 42.4 42.5 42.3 42.2 36.6
75 歳以上⼈⼝（⼈） 
（後期⾼齢者⼈⼝） 982 983 983 981 981 982 1,044

 ⽐ 率 （％） 57.4 57.5 57.6 57.5 57.7 57.8 63.4

資料：国立社会保障・人口問題研究所の平成 25 年（2013 年）３月推計値を基に、平成 27 年

（2015 年）国勢調査結果を踏まえて厚生労働省が算定した数値を使用 
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要支援１

（２）要介護（要支援）認定者数の実績と推計 

要介護（要支援）認定者数の実績をみますと、年によって微増減しており、平

成 37 年（2025 年）では、358 人と推計されます。 

要介護（要支援）認定率の実績をみますと、年々増加しており、平成 29 年

（2017 年）には 21.0％となっています。また、全国、岐阜県と比較しますと、

本町は高くなっています。 

 

図 要介護（要⽀援）認定者数の実績と推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 29 年（2017 年）までは、介護保険事業状況報告による９月末時点の実績値 

平成 30 年（2018 年）以降は、見える化システムによる推計値 

 

図 要介護（要⽀援）認定率の実績と⽐較 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：介護保険事業状況報告（各年３月末・平成 29 年（2017 年）は９月時点） 
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（３）前期高齢者の要介護（要支援）認定者数の実績 
 

平成 26 年（2014 年）10 月時点での前期高齢者の要介護（要支援）認定者

数は 25 人でしたが、平成 29 年（2017 年）では 32 人と 7 名増加しています。 

要介護度別でみますと、平成 29 年（2017 年）の要支援２、要介護１は増加

傾向ですが、それ以外はほぼ横ばい、または減少となっています。 
 

図 前期⾼齢者の要介護（要⽀援）認定者数の実績 
 

区 分 平成 26 年 
(2014 年)

平成 27 年 
(2015 年)

平成 28 年 
(2016 年) 

平成 29 年 
(2017 年)

要⽀援１ 4 7 8 6

要⽀援２ 4 3 4 8

要介護１ 3 1 2 6

要介護２ 4 3 4 2

要介護３ 3 2 1 1

要介護４ 5 7 7 5

要介護５ 2 4 3 4

合計 25 27 29 32
 

資料：介護保険事業状況報告（各年 10 月 1 日時点） 

 

（４）後期高齢者の要介護（要支援）認定者数の実績 
 

平成 26 年（2014 年）10 月時点での後期高齢者の要介護（要支援）認定者

数は 315 人でしたが、平成 29 年（2017 年）では 332 人と 17 名増加して

います。 

要介護度別でみますと、平成 29 年（2017 年）の要支援２、要介護２、要介

護３、要介護４は増加傾向ですが、それ以外は横ばい、または減少となっていま

す。 
図 後期⾼齢者の要介護（要⽀援）認定者数の実績 

 

区 分 平成 26 年 
(2014 年)

平成 27 年 
(2015 年)

平成 28 年 
(2016 年) 

平成 29 年 
(2017 年)

要⽀援１ 42 60 49 38

要⽀援２ 48 43 45 53

要介護１ 59 52 58 51

要介護２ 60 59 66 70

要介護３ 38 36 39 44

要介護４ 46 42 40 50

要介護５ 22 29 26 26

合計 315 321 323 332

資料：介護保険事業状況報告（各年 10 月 1 日時点）
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３ 第６期計画の評価 

（１）健康・生きがいづくり 

■実施事業 

○さんさんサロンについては、参加者に楽しんでいただける内容となるよう工夫をして

好評をいただいています。認知症の予防、閉じこもりの防止、生きがいづくり等に効

果が感じられ、今後も多くの方に参加していただけるような魅力的なサロン事業とな

るよう努めます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

さんさんサロンの 
開催 

第６期計画値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

264 ⼈
12 回

264 ⼈ 
12 回 

264 ⼈
12 回

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

295 ⼈
12 回

292 ⼈ 
12 回 

300 ⼈
12 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○ふれあいいきいきサロンについては、サロン開催地区が10箇所に増加しました。今後

はサロンのリーダーの養成や、地域ボランティアの設立等を推進していく必要があり

ます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

ふれあいいきいき
サロンの開催 

第 6 期計画値 開催箇所数（箇所）
開催回数（回） 

3 箇所
39 回

3 箇所 
39 回 

3 箇所
39 回

第 6 期実績値 開催箇所数（箇所）
開催回数（回） 

3 箇所
39 回

4 箇所 
39 回 

10 箇所
80 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○高齢者能力活用事業の推進については、定年退職後も元気で働く人が多くなり、シル

バー人材センターへの登録が減ってきています。 

○七宗町福寿会の活性化については、若年老人の参加が減少しています。今後は福寿会

への加入促進を行います。 

 

○健康手帳・健康管理ファイルの交付については高齢化に伴い、新規の健診受診者や教

室参加者の対象が少なくなっています。 

 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

健康⼿帳・ 
健康管理ファイル
の交付 

第 6 期計画値 交付件数（件） 30 件 30 件 30 件

第 6 期実績値 交付件数（件） 14 件 17 件 20 件

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値
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○特定健康診査の受診率については、他市町村に比べ高い状況ですが目標値は達成でき

ませんでした。今後も受診しやすい体制を整備していきます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

特定健康診査 
第 6 期計画値 受診率（％） 58％ 59％ 60％

第 6 期実績値 受診率（％） 55％ 53％ 52.7％

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○長寿健康診査については、治療中の方は受診されないため、受診者数に大きな変動は

ありません。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

⻑寿健康診査 
第 6 期計画値 受診率（％） 20％ 22％ 24％

第 6 期実績値 受診率（％） 20.2％ 19.7％ 20.8％

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○がん検診については、全般的に横ばいです。今後も無料クーポン券の配布等を行い受

診率の向上を図ります。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

胃がん検診 
第 6 期計画値 受診率（％） 15％ 18％ 20％

第 6 期実績値 受診率（％） 8.8％ 8.9％ 8％

肺がん検診 
第 6 期計画値 受診率（％） 25％ 28％ 30％

第 6 期実績値 受診率（％） 18.7％ 19％ 18％

⼤腸がん検診 
第 6 期計画値 受診率（％） 25％ 28％ 30％

第 6 期実績値 受診率（％） 19.3％ 18.9％ 19％

前⽴腺がん検診 
第 6 期計画値 受診率（％） 25％ 25％ 25％

第 6 期実績値 受診率（％） 28.7％ 20.8％ 20％

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 
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事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

⼦宮がん検診 
第 6 期計画値 受診率（％） 15％ 18％ 20％

第 6 期実績値 受診率（％） 12％ 13.1％ 13％

乳がん検診 
第 6 期計画値 受診率（％） 20％ 25％ 30％

第 6 期実績値 受診率（％） 16.1％ 17.9％ 17％

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○歯周疾患検診については、平成27年度（2015年度）から歯周病検診の対象を拡大し、

また新たに後期高齢者の歯科口腔健診を実施しています。歯周病検診の受診率は目標
値に近い受診率ですが、高齢者歯科口腔健診は受診率が低いため、受診の勧奨を行っ
ています。 

 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

⻭周病検診 
第 6 期計画値 受診率（％） 8％ 8％ 8％

第 6 期実績値 受診率（％） 2.4％ 6.8％ 7％

⾼齢者 
⻭科⼝腔検診 

第 6 期計画値 受診率（％） 5% 5% 5%

第 6 期実績値 受診率（％） 0.9% 1.3% 1.3%

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○骨粗しょう症検診については、生活習慣の改善により、骨粗しょう症予防ができるよ

う健康教育に重点をおいており、受診率は目標を達成しています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

⾻粗しょう症検診 
第 6 期計画値 受診率（％） 20％ 20％ 20％

第 6 期実績値 受診率（％） 12.9％ 20.2％ 20％

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○肝炎ウイルス検診については、１人につき１回のみのため、受診者数は減少傾向です。 

今後は、肝炎の早期発見に加え、治療者が重症化しない体制整備に努めます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

肝炎ウイルス検診 
第 6 期計画値 受診者数（⼈） 20 ⼈ 20 ⼈ 20 ⼈

第 6 期実績値 受診者数（⼈） 43 ⼈ 41 ⼈ 30 ⼈

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値
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○集団健康教育（40～64歳）については、利用しやすい教室づくりを心がけています

が、参加者の延べ人数は減少しています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

集団健康教育 
第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 

開催回数（回） 
300 ⼈
20 回

300 ⼈ 
20 回 

300 ⼈
20 回

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

335 ⼈
12 回

141 ⼈ 
13 回 

150 ⼈
12 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○特定保健指導、積極的支援（40～64歳）、動機付け支援（40～74歳）については、

指導を受けやすいように、結果相談と同時に初回指導を実施し、来所回数を少なくし

て対象者の利便性を考慮しています。相談会が定着していることから受診率は目標を

上回っています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

特定保健指導 
積極的⽀援 
（40 歳〜64 歳） 

第 6 期計画値 受診率（％） 55% 60% 60%

第 6 期実績値 受診率（％） 66.7% 44% 71.4%

特定保健指導 
動機付け⽀援 
（40 歳〜74 歳） 

第 6 期計画値 受診率（％） 65% 65% 65%

第 6 期実績値 受診率（％） 69.8% 80% 75.6%

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 

○健康相談については、他事業と合同で実施するなど相談しやすい体制を工夫しており、

目標人数には達していませんが横ばい傾向です。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

健康相談（重点） 
第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 

開催回数（回） 
70 ⼈
15 回

70 ⼈ 
15 回 

70 ⼈
15 回

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

28 ⼈
17 回

38 ⼈ 
21 回 

30 ⼈
15 回

健康相談（総合） 
第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 

開催回数（回） 
250 ⼈
20 回

250 ⼈ 
20 回 

250 ⼈
20 回

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

212 ⼈
16 回

191 ⼈ 
17 回 

200 ⼈
15 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 
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○訪問指導については、日中は不在者が多いため、他事業と合わせて面接指導等実施す

るケースが増加しており、対象者に合わせた方法で対応しています。訪問指導は目標

回数を実施できていますが、訪問栄養指導は実施ができていない状況であることから、

健康相談への来所で対応しています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

訪問指導 
健診後要指導者等
（40〜64 歳） 

第 6 期計画値 訪問回数（回） 5 回 5 回 5 回

第 6 期実績値 訪問回数（回） 1 回 6 回 1 回

訪問指導 
健診後要指導者等
（65 歳以上） 

第 6 期計画値 訪問回数（回） 3 回 3 回 3 回

第 6 期実績値 訪問回数（回） 8 回 14 回 10 回

訪問栄養指導 
（40〜64 歳） 

第 6 期計画値 訪問回数（回） 3 回 3 回 3 回

第 6 期実績値 訪問回数（回） 0 回 0 回 0 回

訪問栄養指導 
（65 歳以上） 

第 6 期計画値 訪問回数（回） 2 回 2 回 2 回

第 6 期実績値 訪問回数（回） 0 回 0 回 0 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○スポーツ・レクリエーションの推進については、介護予防のポピュレーションアプロ

ーチとして有効です。今後は、福寿会・教育委員会と連携した活動を促進していきま

す。 
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（２）良質な介護サービスの基盤づくり 

■実施事業 

○二次予防事業1は実施していないため、介護予防ケアマネジメントの実績はありません。 

○運動教室、栄養教室、口腔ケア教室については、一次予防事業2が二次予防事業を含ん

でいるため、目標に対し参加者が多くなっています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

介護予防に関する
講演会等の実施 

第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

700 ⼈
60 回

750 ⼈ 
70 回 

800 ⼈
80 回

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

688 ⼈
41 回

728 ⼈ 
42 回 

1,000 ⼈
75 回

介護予防 
ケアマネジメント 

第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 20 ⼈ 22 ⼈ 25 ⼈

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

運動教室 
第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 20 ⼈ 20 ⼈ 20 ⼈

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 55 ⼈ 61 ⼈ 73 ⼈

栄養教室 
第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 3 ⼈ 4 ⼈ 5 ⼈

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 26 ⼈ 18 15 ⼈

⼝腔ケア教室 
第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 10 ⼈ 12 ⼈ 15 ⼈

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 15 ⼈ 9 ⼈ 15 ⼈

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 

  

                                           
1 65 歳以上の方で特に介護が必要になる恐れの高い方向けの介護予防事業 
2 65 歳以上の方全員を対象とする介護予防事業 
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（３）自立生活を支える基盤づくり 

■実施事業 

○生活支援型配食サービスについては、全体的に増加傾向ですが、計画値の達成はでき

ませんでした。今後は栄養改善に配慮した配食の内容を検討する必要があると考えま

す。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

⽣活⽀援型 
配⾷サービスの 
実施 

第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 
実施回数（回） 

60 ⼈
1,000 回

72 ⼈ 
1,400 回 

72 ⼈
1,400 回

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 
実施回数（回） 

45 ⼈
671 回

66 ⼈ 
1,050 回 

63 ⼈
972 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○移送（外出支援）サービスについては、移動支援に関する需要は増加しており、実施

回数については計画値を上回っています。今後は運転手の確保や車の購入についても

検討する必要があると考えます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

移送（外出⽀援）
サービスの実施 

第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 
実施回数（回） 

400 ⼈
400 回

400 ⼈ 
400 回 

400 ⼈
400 回

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 
実施回数（回） 

254 ⼈
429 回

228 ⼈ 
387 回 

260 ⼈
492 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○日常生活用具無料貸与事業については、車イスの貸与は計画値を上回っていますが、

特殊寝台については下回っています。また車イスが古くなってきており、新たな購入

の検討が必要です。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

⽇常⽣活⽤具無料
貸与事業の実施 

第 6 期計画値 ⾞イス（台） 
特殊寝台（台） 

10 台
10 台

10 台 
10 台 

10 台
10 台

第 6 期実績値 ⾞イス（台） 
特殊寝台（台） 

11 台
5 台

18 台 
4 台 

10 台
1 台

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○地域ケアマネ連絡会議については、計画通り開催できています。今後も定期的に開催

し、ケアマネジャーと行政、ケアマネジャー同士の連携に努めます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

地域ケアマネ 
連絡会議の開催 

第 6 期計画値 開催回数（回） 4 回 4 回 4 回

第 6 期実績値 開催回数（回） 4 回 4 回 4 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値
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○独居老人等緊急通報装置貸与事業については、一定の利用者があり、緊急時のシステ

ムとして周知されています。 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

独居⽼⼈等 
緊急通報装置 
貸与事業の実施 

第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 40 ⼈ 45 ⼈ 50 ⼈

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 21 ⼈ 20 ⼈ 25 ⼈

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○紙おむつ購入費助成事業については、事業の周知も進み、増加傾向にあります。今後

も在宅介護を継続するために支援していきます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

紙おむつ購⼊費 
助成事業の実施 

第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 550 ⼈ 550 ⼈ 570 ⼈

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 555 ⼈ 586 ⼈ 648 ⼈

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○寝たきり老人等介護者手当支給事業については、介護者の公平性を期すために要綱の

改正を行いました。今後も在宅介護を支援するために継続していきます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

寝たきり⽼⼈等 
介護者  
⼿当⽀給事業 

第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 290 ⼈ 290 ⼈ 300 ⼈

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 237 ⼈ 206 ⼈ 218 ⼈

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○家族介護者支援事業については、参加者が減少しています。しかし、家族介護の悩み

は身の回りの人に相談しづらいため、今後も介護者同士が相談や情報交換を行う場と

して継続していくとともに、参加しやすい体制づくりに努めていきます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

家族介護者 
⽀援事業の実施 

第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

20 ⼈
2 回

20 ⼈ 
2 回 

20 ⼈
2 回

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

34 ⼈
6 回

31 ⼈ 
5 回 

19 ⼈
3 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

  



第２章 高齢者の現状と将来推計 

 

19 

 

〇家族介護者教室の開催については、管理栄養士による、高齢者の栄養や食事に関する

講習は好評ですが、参加者が少ないため、参加者を増やす方法を検討していきます。 

 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

家族介護者教室の
開催 

第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

10 ⼈
1 回

10 ⼈ 
1 回 

10 ⼈
1 回

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

2 ⼈
1 回

5 ⼈ 
1 回 

2 ⼈
1 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 

○養護老人ホームの利用については、従来からの入所者3名のみで高齢化しています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

養護⽼⼈ホームの
利⽤ 

第 6 期計画値 利⽤⼈数（⼈） 3 ⼈ 3 ⼈ 3 ⼈

第 6 期実績値 利⽤⼈数（⼈） 3 ⼈ 3 ⼈ 3 ⼈

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○ケアハウスの利用については、介護保険サービス等を利用し、８名の入居者が自立し

た生活を送っています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

ケアハウスの利⽤ 
第 6 期計画値 利⽤⼈数（⼈） 3 ⼈ 3 ⼈ 3 ⼈

第 6 期実績値 利⽤⼈数（⼈） 4 ⼈ 5 ⼈ 8 ⼈

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 
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（４）地域での高齢者支援体制づくり 

■実施事業 

○福祉懇談会については、地域の福祉力向上の場として効果が期待できますので、地域

茶話会等で同様の取組みを実施していますが、引き続き開催できるよう努めます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

福祉懇談会の開催 
第 6 期計画値 開催回数（回） 16 回 16 回 16 回

第 6 期実績値 開催回数（回） 0 回 0 回 0 回

福祉教室・ 
ボランティア教室
の開催 

第 6 期計画値 開催回数（回） 6 回 6 回 6 回

第 6 期実績値 開催回数（回） 5 回 5 回 5 回

ボランティア 
体験事業 

第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

60 ⼈
5 回

60 ⼈ 
5 回 

60 ⼈
6 回

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

5 ⼈
2 回

5 ⼈ 
2 回 

40 ⼈
4 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○ふれあいサロン地域茶話会活動については、地域住民の方と直接ふれあうことでニー

ズ把握の場としても役立っています。サロン開催地区が増加し、今後はサロンのリー

ダーの養成や、地域ボランティアの設立など推進していく必要があります。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

ふれあいサロン 
地域茶話会活動 

第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 
開催地区（地区）

320 ⼈
31 地区

320 ⼈ 
31 地区 

320 ⼈
31 地区

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 
開催地区（地区）

242 ⼈
31 地区

229 ⼈ 
31 地区 

330 ⼈
31 地区

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 

○福祉委員活動については、計画通りとなっており、48人の委員を委嘱し研修会等を実

施しています。また、地域の見守り活動などを行っています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

福祉委員活動の 
実施 

第 6 期計画値 活動回数（回） 1 回 1 回 1 回

第 6 期実績値 活動回数（回） 1 回 1 回 1 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 
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○独居老人の集いについては、計画通り実施され、参加者には大変好評です。対象者数

は増加傾向にあり、毎年楽しみに続けて参加される方が多くいます。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

独居⽼⼈の集い 
の開催 

第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

30 ⼈
1 回

30 ⼈ 
1 回 

30 ⼈
1 回

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

38 ⼈
1 回

24 ⼈ 
1 回 

30 ⼈
1 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○ボランティアの養成事業については、住民参加の基に進められています。 

○シルバーボランティアの養成事業については、福祉有償運送の運転者講習を受講して

いただくなどして養成に努めています。ジュニアボランティアリーダー・アドバイザ

ーの養成事業については、社会福祉協議会等が主催するイベントでのボランティアを

募集し、養成に努めています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

シルバー 
ボランティアの養成 

第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 8 ⼈ 9 ⼈ 10 ⼈

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 1 ⼈ 0 ⼈ 18 ⼈

ボランティア 
リーダー・ 
アドバイザーの養成 

第 6 期計画値 開催回数（回） 1 回 1 回 1 回

第 6 期実績値 開催回数（回） 1 回 1 回 1 回

災害ボランティア
の養成 

第 6 期計画値 延べ⼈数（⼈） 2 回 2 回 2 回

第 6 期実績値 延べ⼈数（⼈） 2 回 2 回 2 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 

 
○認知症サポーターの養成については、認知症への関心の高まりから、認知症サポータ

ー養成講座の依頼が増加しています。特に、65歳以上の方の認知症予防への関心が高

まっています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

認知症サポーター
の養成 

第 6 期計画値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

20 ⼈
1 回

20 ⼈ 
1 回 

20 ⼈
1 回

第 6 期実績値 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

30 ⼈
1 回

108 ⼈ 
4 回 

79 ⼈
3 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 
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○ふれあい型食事サービスについては、提供食数は計画値を下回っていますが、利用者

からはとても喜ばれており、徐々に配食数も増加してきています。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

ふれあい型⾷事 
サービス 

第 6 期計画値 実施回数（回） 
提供⾷数 

24 回
2,000 ⾷

24 回 
2,000 ⾷ 

24 回
2,100 ⾷

第 6 期実績値 実施回数（回） 
提供⾷数 

24 回
1,516 ⾷

24 回 
1,521 ⾷ 

24 回
1,600 ⾷

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 
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（５）高齢者施策の推進体制づくり 

■実施事業 

○心配ごと相談、無料法律相談については、町社会福祉協議会が民生児童委員等の協力

により総合相談活動の一環として実施しています。心配ごと相談は相談数が伸び悩ん

でいますが、無料法律相談は毎回相談者があり解決に結びつく事案もあります。 
 

事業名 平成 27 年度
（2015年度）

平成 28 年度 
（2016年度） 

平成 29 年度
（2017年度）

⼼配ごと相談の 
実施 

第 6 期計画値 実施回数（回） 12 回 12 回 12 回

第 6 期実績値 実施回数（回） 12 回 12 回 12 回

無料法律相談の 
実施 

第 6 期計画値 実施回数（回） 6 回 6 回 6 回

第 6 期実績値 実施回数（回） 6 回 6 回 6 回

※平成 29 年度（2017 年度）は見込値 
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第３章 計画の基本理念と施策体系等 

１ 2025 年度における高齢者の姿 

2025 年にはいわゆる団塊の世代が 75 歳以上となり、高齢者の独り暮らしや

高齢者世帯が一層増加し、地域を支える人材の不足が予測されます。それにより、

地域コミュニティの機能の低下が考えられ、高齢者を支える仕組みが急務の課題

となっています。 

こうした中、すべての高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるために、それぞ

れの事情に応じた適切なサービスを受けることができるまちづくりが大切です。

高齢者を取り巻く生活課題にきめ細かく対応するためには、地域における支え合

いや助け合いが求められます。 

 

２ 基本理念 

すべての高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って安心して暮らせる社会を

実現するためには、医療・介護サービス等のさまざまな支援が切れ目なく提供さ

れるまちづくりが必要です。本計画では、次の６つの基本目標を定め、第６期計

画に引き続き基本理念を踏襲し、施策の総合的な展開を図ります。 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

  

高齢者の誰もが、いつまでも住み慣れた家庭や地域で

いきいきと元気に暮らせる、 

安心・やすらぎ・思いやりのまちづくり 
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３ 基本目標 

基本理念の達成に向け、次の基本目標を掲げます。 

（１）地域包括ケアシステムの深化・推進への取組み 

すべての高齢者が住み慣れた地域で、安心して尊厳ある生活を継続できるよう、

保健・医療・介護・福祉等が連携し、必要なサービスが切れ目なく提供される「地

域包括ケア」の体制整備を進めています。 

 

（２）健康・生きがいづくり 

情報の提供や質の高い保健サービスの提供に努めるとともに、公的機関との協

働に努め、町全体として総合的・一体的に健康づくりを推進します。また、高齢

者が生きがいを持った生活を継続できるよう、高齢者自らが習得した経験や技能

を活かした地域貢献を積極的に推進します。 

 

（３）良質な介護サービスの基盤づくり 

介護保険事業を円滑に運営するために、適正なサービス量の見込みの推計を実

施します。 

また、介護予防事業や介護サービスの基盤の整備を行い、介護保険事業の円滑

な運営を推進します。 

 

（４）自立生活を支える基盤づくり 

高齢者の個々の生活状況に応じた在宅生活を支えるサービス等を提供し、住み

慣れた地域で暮らし続けることができるよう、支援を行います。 

 

（５）地域での高齢者支援体制づくり 

地域包括ケアの実現のため、地域住民一人ひとりが、自助・共助・互助の担い

手として福祉活動に取組み、公的サービスだけでなく住民同士の助け合い、支え

合いを含めたさまざまな支援や基盤づくりを推進します。 

 

（６）高齢者施策の推進体制づくり 

高齢者の地域生活を支えるため、地域包括支援センターを中心に、介護サービ

ス事業者、医療機関、民生児童委員、社会福祉協議会等、さまざまな機関や団体

の連携を強化するためのネットワーク構築を推進します。 

今後、増加が予想されている認知症高齢者への対応や高齢者虐待の早期発見・

防止、権利擁護事業の推進に取組み、地域住民が主体的に地域における高齢者の

見守りや支え合いができる関係づくりを推進します。  
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）介護予防事業の推進 

（３）介護サービスの質の向上への取組み 

基本理念 基本目標 取組施策 

Ⅳ 自立生活を支える基盤
づくり （２）家族介護支援の推進 

（１）生活支援の推進 

（４）高齢者の居住安定施策の連携・推進 

（３）介護保険以外の施設福祉事業の推進 

Ⅰ 地域包括ケアシステム
の深化・推進への取組み

（１）在宅医療・介護連携の推進 

（２）地域包括ケアの推進 

Ⅱ 健康・生きがいづくり 

（１）社会参加・生きがいづくりの推進 

（２）健康づくりの推進 

Ⅲ 良質な介護サービスの
基盤づくり 

Ⅴ 地域での高齢者支援体
制づくり （２）住民助け合い活動の推進 

（１）福祉の心づくりの推進 

（４）住民参加型サービスの推進 

（３）ボランティア・ＮＰＯの養成・支援 

Ⅵ 高齢者施策の推進体制
づくり （２）苦情解決・権利擁護体制の確立 

（１）情報提供、総合相談体制の確立 

（４）認知症高齢者施策の充実 

（３）施策の推進体制の整備 

高
齢
者
の
誰
も
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、
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つ
ま
で
も
住
み
慣
れ
た
家
庭
や
地
域
で
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（２）介護給付等適正化への取組み 
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第４章 2025 年目標に向けた施策展開 

基本目標１ 地域包括ケアシステムの深化・推進への取組み 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

■施策の方向性 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮ら

しを続けていけることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、

包括的かつ継続的な在宅医療・介護サービスを提供できる事業の推進を図ります。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

地域の医療、介護サービス 
資源の把握 

加茂医師会ＨＰの情報を随時更新し、かも丸ネット活動の

周知と、かも丸ネット専用ページを拡充します。 

在宅医療・介護連携の課題の 
抽出と対応の協議 

加茂地域８市町村の医療機関・介護関係者等が参画する会

議「かも丸ネット会議」を開催し、在宅医療・介護連携の

現状を把握、共有し課題の抽出、対応策を検討します。 

在宅医療・介護連携に関する 
相談受付等 

医療・介護関係者の連携を支援するコーディネーターを設

置します。 

在宅医療・介護サービスの 
情報共有⽀援 

医療介護連携ツール「かも丸ノート」の運用管理と拡大を

推進するとともに、ネットを利用した在宅医療多職種連携

システムの運用を進めます。 

在宅医療・介護関係者の研修 
在宅医療に関する研修会等の開催や、多職種協働に関する

研修会等を開催します。 

地域住⺠への普及啓発 在宅医療に関する講演会の開催を行います。 

かも丸ネットの連携強化 

加茂地域８市町村は、在宅医療介護連携推進事業をかも丸

ネットとして共同実施しています。さらに多職種の連携を

進め、顔の見える関係構築ができることで、加茂地域での

在宅医療・介護連携、地域包括ケアシステムの構築を図っ

ていきます。 
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図 在宅医療・介護連携の推進 
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関係機関の
連携体制の
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●地域の医療・介護関係者による
協議の開催 

●医療・介護関係機関の連携促進 
●在宅医療に関する人材育成や

普及啓発 等 
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（２）地域包括ケアの推進 

■施策の方向性 

高齢者がいつまでも自立した生活を続けられるよう、介護予防の支援を推進すると

ともに、介護・福祉・健康・医療等さまざまな機関とのネットワーク体制の強化に努

めます。 
 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

地域包括⽀援センター事業の 
機能強化 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域包

括ケアシステムの中核機関として、総合相談、介護予防ケ

アマネジメント、包括的・継続的マネジメント、権利擁護

を推進し、地域包括ケアシステムの構築へ向けた体制強化

を図ります。 

地域ケア会議の設置・推進 
地域ケア会議を活用し、高齢者個人の生活課題に対し、課

題の背景にある要因を探り、個人と環境に働きかけを行

い、自立支援に資するケアマネジメント支援を図ります。

多職種協働による 
ネットワークの構築や 

資源開発 

限られた資源を効率的かつ効果的に活用するため、多職種

が連携を図り、自立支援や介護予防及び重度化予防の視点

を持ってケアマネジメントを行う体制を整えます。 

 

図 地域包括⽀援センターの機能強化 
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多職種協働による個別事例のケアマ
ネジメントの充実と地域課題の解決
による地域包括ケアシステムの構築 

地域包括支援センター 
※地域の実情を踏まえ、基幹的な役割のセンターや
機能強化型のセンターを位置づける等センター
間の役割分担・連携を強化 

七宗町 

運営方針の策定・新総合事業の実施・地域ケア会議の実施等

岐阜県 

市町村に対する情報提供、助言、支援、バックアップ等 

今後充実する業務につ
いては地域包括支援セ
ンターまたは適切な機
関が実施 
〈例〉 
・基幹的な役割のセンター

に位置づける方法 
・他の適切な機関に委託し

て連携する方法 
・基幹的な役割のセンター

と機能強化型のセンタ
ーで分担する方法 等 

包括的支援業務 
介護予防ケアマネジメント 
従来の業務を評価・改善することによ
り、地域包括ケアの取組みを充実 

介護予防の推進 
多様な参加の場づくりとリハビリ専
門職の適切な関与により、高齢者が生
きがいをもって生活できるよう支援 

在宅医療・介護連携
 

地域医師会等との連携に
より、在宅医療・介護の
一体的な提供体制を構築

認知症初期集中支援チーム 
認知症地域支援推進員 

 
早期診断・早期対応等により、
認知症になっても住み慣れた地
域で暮らし続けられる支援体制
づくり等、認知症施策を推進 

生活支援 
コーディネーター 

 
高齢者のニーズとボランティア
等の地域資源とのマッチング
により、多様な主体による生
活支援を充実 
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基本目標２ 健康・生きがいづくり 

（１）社会参加・生きがいづくりの推進 

■施策の方向性 

高齢者が地域の中で力を発揮するために、高齢者の生きがいづくりと社会参加を促

進することは非常に重要です。 

また、職場や家庭、地域社会等さまざまな場面で長年培ってきた技術・知識・経験

を持つ高齢者が、就業・健康・福祉・スポーツ・学習等の分野で、高齢者の能力を地

域社会へ還元するための環境づくりを進め、高齢者が活躍する活力あるまちづくりを

目指します。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

さんさんサロン事業 
サンホーム七宗において、閉じこもり予防、生きがい対策

の推進を目的に、高齢者が定期的に集まって楽しいひと時

を過ごしていただく事業を実施します。 

ふれあいいきいきサロン事業 
の推進 

高齢者等の閉じこもり予防、生きがい対策の推進等を目的

に地域の集会所等に月１回程度集まり、楽しいひと時を過

ごしていただく事業を、地域の単位の福寿会、住民団体、

ボランティア等と連携して引き続き実施します。 

ふれあいサロン地域茶話会活動 

民生児童委員、主任児童委員、福祉委員等と連携し、見守

り・声かけ活動等生活上のさまざまな支援活動が柔軟に展

開できる地域を目指し情報交換、交流、介護予防を目的に

小地域で楽しく集う場所の提供を推進します。 

⾼齢者能⼒活⽤事業の推進 

高齢者の能力を活かして社会参加を促進し、生きがいにつ

なげるため、町に関係する事業で高齢者に適応した仕事に

ついて、積極的に七宗町シルバー人材センターへ委託する

等、高齢者の積極的な活用に努めます。 

⾼齢者の⼈材活⽤の促進 

地域活動、スポーツ・レクリエーション活動、公民館活動

等の場において、さまざまな知識・経験・能力を持つ高齢

者を積極的に活用するとともに、地域活動等における指導

者となる高齢者の養成に努めます。 

七宗町福寿会の活性化 
福寿会への若年老人の加入を促進し、地域の活性化を図る

とともに、地域活動の有力な構成メンバーとして、福祉・

教育・環境・まちづくり等の活動に積極的に参加します。
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事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

⽣涯学習の充実 
高齢者のニーズに即した多様な講座を実施し、より多くの

高齢者が参加できるよう、活動内容の充実に努めます。 

サークル活動の促進 

福寿会等の活動、スポーツ・レクリエーション活動、ふれ

あいいきいきサロン活動、生涯学習等地域活動への積極的

な参加を促し、同世代や異世代との交流を通じた仲間づく

りを推進します。 

 

 

（２）健康づくりの推進 

■施策の方向性 

高齢者一人ひとりが自分自身の健康状態を理解し、「自分の健康は自分で守り、つく

る」という意識を持ち、介護予防の意識を持てるよう各種事業での啓発を行い、健康

づくりの取組みを推進していきます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

健康⼿帳・健康管理 
ファイルの交付 

利用者の健康管理のため、健康手帳・健康管理ファイルを

交付し、利用者の健康把握と健康増進を一層推進します。

健康診査・各種検診事業の 
充実 

すこやか健康診査、がん検診、歯周疾患検診、さわやか口

腔健診、骨粗しょう症検診、肝炎ウイルス検診を実施しま

す。 

健康教育の推進 疾病予防や介護予防を中心とした健康相談を推進します。

訪問指導の充実 
訪問栄養指導の充実 

生活習慣の改善が介護予防につながるよう、訪問指導を行

います。また、介護予防事業と連携し、保健指導、栄養指

導が必要な高齢者に訪問指導を実施します。 

スポーツ・レクリエーションの
推進 

福寿会、地区自治会等と連携を図りながら、地域住民や高

齢者のスポーツ・レクリエーション活動の振興に努めると

ともに、スポーツ・レクリエーション指導者の養成、高齢

者向け軽スポーツの普及、地区住民や地区高齢者スポー

ツ・レクリエーション大会等の開催に努めます。 
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基本目標３ 良質な介護サービスの基盤づくり 

（１）介護予防事業の推進 

■施策の方向性 

高齢者がいつまでも健康な生活が送れるよう、介護予防に関する啓発活動や地域に

おける介護予防活動等の支援に取組みます。 

また、生活機能が低下し、要介護状態になるリスクの高い高齢者に対し、健康増進

事業との連携により介護予防事業の提供を行い、健康状態の改善に努めます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

介護予防の普及・啓発 

高齢者自らが介護予防に取り組むとともに、地域において

自主的な介護予防活動が実施されるよう、介護予防に関す

る教室等の開催やパンフレットの配布による啓発を推進

します。 

地域介護予防活動⽀援事業 
地域のサロン等、地域における住民主体の介護予防活動の

育成・支援を行います。（出前講座や立ち上げ後の支援等）
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（２）介護給付等適正化への取組み 

■施策の方向性 

介護給付の適正化を図ることにより、不適切な給付を未然に防ぎ、利用者に対する

適切な介護サービスの提供を図ります。 

また、介護保険制度の持続性を確保していくために、介護給付費や介護保険料の増

大抑制に向けた取組みを、岐阜県と連携し推進していきます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

要介護認定の適正化 
介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真

に必要とする過不足のないサービスを、事業者が適切に提

供できるよう努めます。 

ケアプランの点検 
居宅介護支援事業所のケアマネジャーから定期的にケア

プランの提出を求め、違いがある場合は必要に応じて訪問

等行い説明を求め、的確な対応に努めます。 

縦覧点検、医療情報との突合 
国保連合会が有している医療給付の情報と介護給付の情

報を突合し、審査判定・介護給付の公平性、公正性の確保

に努めます。 

住宅改修等の検査 
施工前及び施工後の書面等による点検を行います。また、

完了検査においては現地調査を行い、利用者の身体状態に

見合った適切な工事が行われているか等確認します。 

介護給付費通知 
国保連合会給付実績を適宜抽出し、被保険者が利用したサ

ービス事業者名・サービス費用額・サービス種類名を郵送

にて通知します。 
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（３）介護サービスの質の向上への取組み 

■施策の方向性 

介護サービスのニーズを的確に把握し、サービスの質の向上と量の確保に努めてい

きながら、情報公開を行い、効果的・効率的な介護保険事業の運営を推進します。 

また、福祉や保健分野の人材確保・資質の向上に努めるとともに、第三者評価制度

の導入やサービス拠点整備を実施します。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

サービスに携わる⼈材の 
確保・養成 

ホームヘルパー、訪問看護師、介護支援専門員、デイサー

ビス職員、地域包括支援センター職員等の人材確保を図る

とともに、サービス従事者の一層の資質の向上を目指すた

め、県等とも連携して、人材の養成・研修に努めます。 

専⾨資格取得の促進 
介護サービス従事者がより高い専門性を目指すため、福祉

専門等の資格取得を、岐阜県等と連携して推進します。 

介護⽀援専⾨員の資質の 
⼀層の向上 

介護保険を適正に実施する上で重要な役割を担っている

介護支援専門員への現任教育等を積極的に推進し、資質の

向上を図ります。 

地域ケアマネ連絡会議の充実 
地域包括支援センター、居宅介護支援事業者等のケアマネ

ジャーとの連絡会議を開催し、介護予防・生活支援サービ

ス等情報交換を行います。 

第三者評価制度等の導⼊ 

町内の全サービス事業者に、第三者委員によるサービス評

価制度と事故等に適切に対応するためのリスクマネジメ

ントの導入を推進し、利用者が安心して利用できるようサ

ービスの質の向上に努めます。 

⾝近な場所での⾼齢者福祉 
サービスの拠点づくり 

社会福祉協議会、介護サービス事業者、地域包括支援セン

ター、医療機関等と連携を図り、各種相談やサービス提供

体制づくりに努めます。 
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基本目標４ 自立生活を支える基盤づくり 

（１）生活支援の推進 

■施策の方向性 

すべての高齢者が可能な限り、住み慣れた地域で生活を送れるよう、生活支援を推

進します。 

支援が必要な人に対し、介護保険サービスだけでなく、適切な生活支援のためのサ

ービスの提供を行います。 

また、社会の動向に伴って必要なサービスは変化していくことから、必要に応じて

サービス内容の検討を図ります。 
 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

⽣活⽀援型配⾷サービスの 
推進 

独り暮らし、高齢者夫婦のみの世帯等で、高齢や障がい等

の理由により調理に支障をきたすようになった世帯に対

し、１日１食を供給できる体制づくりに努めます。 

移送（外出⽀援）サービスの 
推進 

65 歳以上の要援護高齢者等が医療機関への通院、福祉施

設・公共施設等の利用時に、車イス対応車で移送するサー

ビスを実施し、高齢者の外出支援に努めます。 

買い物⽀援バス 
食料品や日用品の買い物をすることが困難な高齢者世帯

に対し、買い物支援バスを運行し、安心して商品を購入で

きるよう支援し、在宅生活を支えていきます。 

⽇常⽣活⽤具無料貸与事業の
推進 

社会福祉協議会が行っている寝たきり等要援護高齢者に

対し、特殊寝台等の日常生活用具の無料貸与を行います。

独居⽼⼈等緊急通報装置 
貸与事業の推進 

独り暮らし世帯等高齢者の緊急時に、隣人・家族等の協力

を得て早急に対応するため、緊急通報システムの普及を図

ります。 

送迎⼿段の確保 
高齢者の生活支援のための、福祉バスを効果的に運行し、

送迎手段を確保します。 
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（２）家族介護支援の推進 

■施策の方向性 

家族介護者の負担を軽減するため、要介護者に対する介護サービスの提供や介護用

品の費用助成、家族介護者同士の交流等、家族介護者への支援を推進します。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

紙おむつ購⼊費助成事業の 
推進 

在宅の要介護高齢者で紙おむつを必要とする人に対し、紙

おむつ購入費の助成等を実施します。 

寝たきり⽼⼈等 
介護者⼿当⽀給事業の推進 

要介護３以上の高齢者を月15日以上在宅介護する家族介

護者に対し、寝たきり老人等介護者手当を支給します。 

家族介護者⽀援事業の推進 

家族介護者が感じている介護の負担や悩みを軽減するた

め、在宅介護に関する教室、介護者同士の交流の場や、介

護者のリフレッシュの機会をつくり、在宅介護を継続して

いただけるよう努めます。 
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（３）介護保険以外の施設福祉事業の推進 

■施策の方向性 

独り暮らし高齢者等で、在宅で生活をすることが困難な高齢者の生活の場を確保す

るために、養護老人ホーム、ケアハウス等介護保険以外の施設と連携し、高齢者の生

活支援に努めます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

養護⽼⼈ホームとの連携 
在宅での生活が困難となった高齢者の利用施設として、町

外施設との連携に努めます。 

ケアハウスとの連携 
ある程度自立して生活できる高齢者の利用施設として、町

外のケアハウスとの連携に努めます。 

 

 

（４）高齢者の居住安定施策の連携・推進 

■施策の方向性 

高齢者が長年住み慣れた地域の中で、家族とゆとりある生活を実現できるよう、住

環境の整備を行うとともに、建築物・道路・交通等における物理的な障がいの除去等、

生活環境面の改善を促進し、高齢者の自立と社会経済活動への参加を促します。 

 

■具体的事業 

 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

施設等のバリアフリー化の推進 

今後整備される公共施設や道路等について、バリアフリー

の構造・設備に配慮し、十分な安全確保に努めます。また、

既存の施設等についても点検を行い、順次整備改良に努め

ます。 

 

  



七宗町 

40 

 

基本目標５ 地域での高齢者支援体制づくり 

（１）福祉の心づくりの推進 

■施策の方向性 

地域で助け合うまちづくりを目指すため、福祉懇談会や福祉教室・ボランティア教

室等を、学校や職場・地域で実施し、あらゆる年齢を対象とした福祉教育を推進しま

す。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

福祉懇談会の開催 
福祉意識の啓発、地域の福祉課題の発見、取組みを促すた

め、地域での福祉懇談会を定期的に行うよう努めます。 

福祉協⼒校指定事業の推進 
町内の小・中学校で実施されている体験学習や独居老人へ

の訪問、夏休み等でのボランティア活動等、福祉教育を一

層推進します。 

 

（２）住民助け合い活動の推進 

■施策の方向性 

高齢者の生活を支えていくためには、公的サービスだけでは支えきれない部分も多

く、地域住民による支援が求められます。日頃から近隣同士の見守り・声かけ活動や

ボランティア活動等、地域での住民同士の助け合い活動の推進を図ります。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

福祉委員活動の強化 
福祉委員活動を今後一層強化するため、福祉懇談会等を通

じて住民の理解を図るとともに、定期的な研修会等の開催

に努めます。 
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（３）ボランティア・ＮＰＯの養成・支援 

■施策の方向性 

ボランティア活動を促進するために、参加のきっかけづくりの場を提供し、ボラン

ティアやＮＰＯ法人の養成・支援に努めます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

ボランティアセンターの設置 

ボランティア活動の活性化を図るため、ボランティアコー

ディネーターが町内会、福寿会、商工会、企業等と連携し、

福祉ボランティアの養成・活動支援だけでなく、さまざま

な分野のＮＰＯやボランティアへの支援も視野に入れた

組織づくりに努めます。 

福祉教室・ボランティア教室 
の開催 

小・中学校や公民館活動等の社会教育の場や地域の各種団

体等の活動の場等で、福祉教室・ボランティア教室の開催

を図ります。 

ボランティア体験事業の実施 
学校の福祉教育の場や福寿会・商工会・企業等と連携し、

一般住民を対象としたボランティア体験事業を推進しま

す。 

⽬的別ボランティアの養成 
食事サービスのための調理・配食、買い物・散歩等の外出

介助、家屋の簡単な修繕、ガイドヘルプ、点訳、読み聞か

せ等、活動目的別ボランティアの養成を推進します。 

シルバーボランティアの養成 福寿会と連携し、シルバーボランティアの養成を積極的に

推進します。 

ボランティアリーダー・ 
アドバイザーの養成 

既存のボランティアグループを対象にリーダー研修を行

い、グループ活動の活性化を図るとともに、リーダーの中

から相談・助言等を行うアドバイザーの養成を図ります。

ボランティア活動拠点の確保 

サンホーム七宗は社会福祉協議会やボランティア等の活

動拠点としての役割を併せもつ施設として利用されてい

ることから、今後もボランティア活動の拠点として活用で

きるよう努めます。 

災害ボランティアの養成 
本町内や近隣市町村内での災害時に、関係機関と連携しな

がら迅速な救援活動が行えるよう、災害ボランティアの養

成に努めます。 
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事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

ＮＰＯ法⼈設置・運営への 

⽀援 

ＮＰＯ活動は福祉のみならず、環境・医療・教育等多方面

にわたることから、新たな設立に向けた支援等について検

討を行います。 

外出⽀援介助事業の推進 外出の際の介助ボランティアの育成に努め、社会参加や地

域住民との交流の促進を図ります。 
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（４）住民参加型サービスの推進 

■施策の方向性 

生活上の不安や悩みをかかえる高齢者を地域で支えていくため、配食サービスやサ

ロン活動、地域住民やボランティア等による参加型サービスの推進に努めます。 

また、当事者同士の交流を促進することにより、情報交換や支え合い、助け合い等、

当事者の自立力が高められるよう支援していきます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

独居⽼⼈の集いの開催 独り暮らし高齢者の孤独感の解消、仲間づくりを目的とし

た独居老人の集いを開催します。 

ふれあい型⾷事サービスの 
推進 

社会福祉協議会が主体となり、75 歳以上の独り暮らし高

齢者、80 歳以上の高齢者夫婦世帯等の安否確認や孤独感

の解消等を、ボランティアや近隣住民等と協力し推進しま

す。 

災害時の⼩地域協⼒体制の 
確⽴ 

災害時に地域住民相互の迅速な救援活動ができるよう、小

地域ごとに救援協力体制の整備に努めます。 

⽣活⽀援コーディネーターの 
充実 

介護予防・生活支援サービスを充実させるため、生活支援

の担い手の養成やサービスの創出、担い手の活動の場の確

保、並びにサービス提供主体間の連携の体制づくりを推進

する生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の

活動を充実させます。 

協議体の機能強化 情報共有及び連携の場として協議体の体制を強化、充実さ

せます。 
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基本目標６ 高齢者施策の推進体制づくり 

（１）情報提供、総合相談体制の確立 

■施策の方向性 

各種保健福祉サービスの利用に関する情報提供や相談、健康や生活に関する情報提

供等を適切に実施し、総合的・一体的な保健福祉サービスの利用促進に努めます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

総合相談の実施 

地域包括支援センターを中心に、役場住民課、社会福祉協

議会等に相談窓口を設置し、高齢者とその家族の相談に応

じ、サービス制度利用の促進、介護・福祉・医療サービス

に関する情報収集や関係機関とのネットワークの構築に

努めます。 

⼼配ごと相談・無料法律相談の 
推進 

「心配ごと相談」「無料法律相談」を民生児童委員等の協

力により実施し、総合相談活動の一環として活動内容の充

実に努めます。 

広報誌の充実 
町や社会福祉協議会の広報誌やホームページを通じ、随時

福祉情報の提供を行います。 

各種「たより」の発⾏ 
各ボランティア団体の活動、住民見守り活動等住民の活動

情報を、チラシやホームページ等で提供できるよう努めま

す。 

福祉情報コーナーの開設 
サンホーム七宗内に福祉関係図書、資料、ビデオ等の情報

コーナーを設け、住民への閲覧や貸し出し等を行います。

電話による相談体制の拡充等 

独居や高齢者世帯が多く、離れて暮らす家族と電話で連絡

相談することが増加しています。加えて、日中に勤務して

いる家族とは夜間等に相談を受けることもあるため、今後

も電話による相談に柔軟に対応するとともに、相談窓口を

周知していきます。 
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（２）苦情解決、権利擁護体制の確立 

■施策の方向性 

成年後見制度や日常自立支援事業の活用、困難事例への対応、消費者被害防止の啓

発、高齢者虐待の予防や対応等、高齢者の権利を守るための取組みを行います。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

相談・苦情処理窓⼝の設置 

住民の身近で相談・苦情に対応できるよう、町及び各サー

ビス事業者に相談・苦情窓口を置き、苦情解決責任者が対

応する仕組みを構築するとともに、住民からの苦情・相談

等に対し、迅速・丁寧な対応に努めます。 

⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業の 
推進 

認知症の高齢者等判断能力が不十分な人に対し、福祉サー

ビスの情報提供・利用の助言・利用手続の支援・利用料の

支払い代行等を行う生活支援員を配置しています。今後も

県社会福祉協議会・美濃加茂市社会福祉協議会、地域包括

支援センター等と連携を図ります。 

権利擁護業務 
判断能力の不十分な高齢者等の地域生活を支えるため、成

年後見制度の利用促進や虐待の防止、消費者被害の防止等

に取組みます。 

成年後⾒制度等の利⽤⽀援 
判断能力の不十分な高齢者等の権利擁護を図るため、成年

後見制度、任意後見制度等の権利擁護に関する制度の啓発

を推進し、利用の支援に努めます。 

⾼齢者虐待防⽌事業の推進 

高齢者の虐待を未然に防止するため、庁内関係各課や地域

包括支援センター、介護サービス事業者、民生児童委員、

学校、警察、地域住民等関係機関・団体、組織等と連携を

図り、通報、相談、保護等を行います。 
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（３）施策の推進体制の整備 

■施策の方向性 

本計画の推進にあたり、庁内関係各課、関係機関・団体、県・近隣市町村と連携し、

高齢者施策の一層の推進に努めます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

各サービス事業者との連携 

サービス事業者に対し要介護認定者個々の介護サービス

計画及び介護サービス実施状況の報告を求め、高齢者やそ

の家族にとってより適切なサービスが実施されるよう、指

導・連携に努めます。 

庁内各部⾨との連携 

教育委員会等関係各課及び社会福祉協議会等との連携を

図り、「高齢者の誰もがいつまでも住み慣れた家庭や地域

でいきいきと元気に暮らせる、安心・やすらぎ・思いやり

のまちづくり」の実現に努めます。 

町内各関係団体等との 
連携強化 

住民、行政、関係団体等による定期的な連絡会を設置する

等、互いの連携・協働に努めます。 
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（４）認知症高齢者施策の充実 

■施策の方向性 

今後増加が予想される認知症の方やその家族を支えていくためには、医療や介護等

関係機関の連携の強化、早期発見・相談支援体制の充実、地域における見守り活動の

推進等幅広い支援が必要となります。認知症を原因とする行動・言動（ひどい物忘れ

や、物盗られ妄想等）により認知症の方やその家族は地域から孤立しやすいため、地

域や町内の団体等に対して、認知症の方やその家族をあたたかく見守るための知識の

普及啓発に取組みます。 

 

■具体的事業 

事業名 評価結果/今後の課題・⽅向性 

認知症初期集中⽀援チームの 
設置 

認知症の方やその家族と関わり、アセスメントを実施する

とともに、症状説明や対応方法等のアドバイスをするなど

の初期支援を包括的、集中的に行い、在宅生活の継続の支

援を行います。 

認知症地域⽀援推進委員の 
設置 

推進員を中心に地域の実情に応じて、地域における認知症

の方とその家族を支援する相談支援や支援体制を構築す

るための取組みを推進します。 

認知症予防対策 
認知症予防や認知症ケアに関する正しい知識をより多く

の市民に理解していただくために、地域包括支援センター

による講座の開催や情報提供に努めます。 

認知症サポーターの養成 
認知症に対する正しい理解と具体的な対応方法、支援のあ

り方等を習得し、認知症の方やその家族を見守り、支援す

るサポーターを養成するための講座を開催します。 

ほっと七福カフェ 
（認知症カフェ） 

認知症の方とその家族は、地域の行事等に参加する機会が

減るため、気軽に地域住民と話をする機会を設けること

で、地域とのつながりを持ち続けていただくことを目指し

ます。 
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図 認知症初期集中⽀援チームと認知症地域⽀援推進員について 
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⑥初期集中支援の実施 
専門的医療機関等への受診勧奨、
本人への助言、身体を整えるケ
ア、生活環境の改善など 

⑤チーム員会議の開催 
アセスメント内容の確認、支援の
方針・内容・頻度等の検討 

④初回家庭訪問の実施 
認知症への理解、専門的医療機
関等の利用の説明、介護保険サー
ビス利用の説明、本人・家族への
心理的サポート 
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（５）数値目標一覧 

事業名 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度
（2020 年度）

さんさんサロンの開催 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

300 ⼈
12 回

300 ⼈ 
12 回 

300 ⼈
12 回

ふれあいいきいきサロン
の開催 

開催箇所数（箇所） 
開催回数（回） 

12 箇所
120 回

14 箇所 
140 回 

16 箇所
160 回

健康⼿帳・健康管理 
ファイルの交付 交付件数（件） 15 件 15 件 15 件

特定健康診査 受診率（％） 56％ 57％ 58%

⻑寿健康診査 受診率（％） 22％ 23％ 24%

胃がん検診 受診率（％） 10％ 11％ 12％

肺がん検診 受診率（％） 20％ 21％ 22％

⼤腸がん検診 受診率（％） 20％ 21％ 22％

前⽴腺がん検診 受診率（％） 22％ 23％ 24％

⼦宮がん検診 受診率（％） 15％ 16％ 17％

乳がん検診 受診率（％） 18％ 19％ 20％

⻭周疾患検診 受診率（％） 8％ 10％ 10％

⾼齢者⻭科⼝腔健診 受診率（％） 2％ 2％ 3％

⾻粗しょう症検診 受診率（％） 22％ 23％ 24％

肝炎ウイルス検診 受診者数（⼈） 25 ⼈ 25 ⼈ 25 ⼈

集団健康教育 延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

150 ⼈
15 回

150 ⼈ 
15 回 

150 ⼈
15 回

特定保健指導 
積極的⽀援 受診率（％） 70％ 70％ 70％

特定保健指導 
動機付け⽀援 受診率（％） 70％ 70％ 70％

健康相談（重点） 延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

30 ⼈
15 回

30 ⼈ 
15 回 

30 ⼈
15 回

健康相談（総合） 延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

200 ⼈
15 回

200 ⼈ 
15 回 

200 ⼈
15 回
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事業名 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度
（2020 年度）

訪問指導（40〜64 歳） 訪問回数（回） 5 回 5 回 5 回

訪問指導（65 歳以上） 訪問回数（回） 5 回 5 回 5 回

訪問栄養指導（40〜64歳） 訪問回数（回） 2 回 2 回 2 回

訪問栄養指導（65 歳以上） 訪問回数（回） 2 回 2 回 2 回

介護予防に関する 
講演会等の実施 

参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

750 ⼈
50 回

760 ⼈ 
50 回 

770 ⼈
50 回

出前講座 延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

40 ⼈
7 回

45 ⼈ 
8 回 

50 ⼈
9 回

運動教室 参加⼈数（⼈） 65 ⼈ 68 ⼈ 70 ⼈

栄養教室 参加⼈数（⼈） 20 ⼈ 20 ⼈ 20 ⼈

⼝腔ケア教室 参加⼈数（⼈） 20 ⼈ 20 ⼈ 20 ⼈

⽣活⽀援型配⾷サービス 延べ⼈数（⼈） 
実施回数（回） 

60 ⼈
1,000 回

66 ⼈ 
1,200 回 

72 ⼈
1,400 回

移送（外出⽀援）サービス 延べ⼈数（⼈） 
実施回数（回） 

260 ⼈
500 回

260 ⼈ 
500 回 

260 ⼈
500 回

地域ケアマネ連絡会議の
開催 開催回数（回） 4 回 4 回 4 回

独居⽼⼈等緊急通報装置
貸与事業 延べ⼈数（⼈） 25 ⼈ 25 ⼈ 25 ⼈

紙おむつ購⼊費助成事業 延べ⼈数（⼈） 650 ⼈ 650 ⼈ 670 ⼈

寝たきり⽼⼈等 
介護者⼿当⽀給事業 延べ⼈数（⼈） 216 ⼈ 228 ⼈ 240 ⼈

介護者のつどい開催 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

24 ⼈
5 回

24 ⼈ 
5 回 

24 ⼈
5 回

養護⽼⼈ホームの利⽤ 利⽤⼈数（⼈） 3 ⼈ 3 ⼈ 3 ⼈

ケアハウスの利⽤ 利⽤⼈数（⼈） 8 ⼈ 8 ⼈ 8 ⼈

福祉懇談会の開催 開催回数（回） 10 回 10 回 10 回

福祉教室・ボランティア 
教室の開催 開催回数（回） 4 回 4 回 4 回

ボランティア体験事業の
実施 

参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

50 ⼈
10 回

50 ⼈ 
10 回 

50 ⼈
10 回
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事業名 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度
（2020 年度）

ふれあいサロン地域 
茶話会活動の開催 

参加⼈数（⼈） 
開催地区（地区） 

320 ⼈
32 地区

320 ⼈ 
32 地区 

320 ⼈
32 地区

福祉委員活動（連絡会議） 活動回数（回） 1 回 1 回 1 回

独居⽼⼈の集いの開催 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

30 ⼈
1 回

30 ⼈ 
1 回 

30 ⼈
1 回

シルバーボランティアの
養成 延べ⼈数（⼈） 5 ⼈ 5 ⼈ 5 ⼈

認知症サポーターの養成 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

20 ⼈
1 回

20 ⼈ 
1 回 

20 ⼈
1 回

災害ボランティアの養成 延べ⼈数（⼈） 70 ⼈ 70 ⼈ 70 ⼈

ふれあい型⾷事サービス
の実施実績 

実施回数（回） 
提供⾷数（⾷） 

24 回
1,680 ⾷

24 回 
1,680 ⾷ 

24 回
1,680 ⾷

⼼配ごと相談 実施回数（回） 6 回 6 回 6 回

無料法律相談 実施回数（回） 6 回 6 回 6 回

買い物⽀援バス 利⽤者数（⼈） 
運⾏回数（回） 

20 ⼈
48 回

28 ⼈ 
96 回 

28 ⼈
96 回

ほっと七福カフェ 
（認知症カフェ）の開催 

延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

100 ⼈
5 回

100 ⼈ 
5 回 

100 ⼈
5 回
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（６）第７期の目標指標 

○地域サロンの開催支援  

地域で集まれる場所を整備し、居場所づくりを行うことで、町民自らが介護予防に

取組み、要介護認定率の抑制を図ります。 

 

事業名 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度
（2020 年度）

出前講座 延べ⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

40 ⼈
7 回

45 ⼈ 
8 回 

50 ⼈
9 回

 

○認知症サポーターの養成 

認知症に対する理解を深めていただくために、認知症サポーター養成講座を開催し、

認知症になっても住み続けられるまちづくりを目指します。 

 

事業名 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度
（2020 年度）

認知症サポーターの養成 参加⼈数（⼈） 
開催回数（回） 

20 ⼈
1 回

20 ⼈ 
1 回 

20 ⼈
1 回

 

○ケアプラン点検の実施 

居宅介護支援事業所の介護支援専門員が作成するケアプランをチェックし、被保険

者の一人ひとりに合ったケアプランの作成を指導することで、介護給付の適正化を図

ります。 

 

事業名 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度
（2020 年度）

ケアプラン点検 開催回数（回） 1 回 1 回 1 回
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第５章 介護保険サービスの見込量と介護保険料 

１ サービス見込量・介護保険料の推計 

（１）サービス見込量・介護保険料の推計手順 

サービス見込量・介護保険料の推計は、以下の手順に沿って行います。 

  

図 サービス⾒込量・介護保険料の推計⼿順 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【施策反映】 

要介護認定者数、 

サービス利用者数

の将来推計 

 

 
実績及び 

推計方法の設定 
総人口と 

被保険者数の設定

介護保険事業状況

報告の設定 

推計方法の設定 
認定者数・ 

介護サービス（実績値） 

在宅サービス利用者数

（推計値） 

認定者数（推計値） 

施設・居住系サービス利用者数（推計値）

在宅サービス利用回（日）数

（推計値） 

 給付費の将来推計 介護サービス給付費（推計値） 

保険料額の算定  
保険料推計 

介護報酬の 

改定率 

地域区分に係る 

経過措置への対応

所得段階別第 1 号

被保険者数・基準

額に対する割合 

（第７期） 

所得段階別第 1 号

被保険者数・基準

額に対する割合

（平成 37 年度）

保険料収納 

必要額 

保険料の推計に

要する係数 
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２ サービス見込量の推計 

（１）居宅サービス 

高齢者が住み慣れた地域でいきいきと暮らすために、各々の要介護等状態に応

じた必要なサービスを享受できるよう、居宅サービスの提供を推進します。 

 

■訪問介護 

利用者の自宅を訪問し、生活面での自立に向けたサポートを提供します。 

ホームヘルパーが利用者の自宅を訪問して、入浴、排せつ、食事等の介護、調理、

洗濯、掃除等の家事、生活等に関する相談や助言などの必要な日常生活の世話を提供

します。 

今後も要介護等認定者の増加に合わせて、利用者の身体状況に適切に対応できるサ

ービスの提供を図ります。 

 

■訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

利用者の身体の清潔保持と心身機能の維持を図ります。 

利用者の自宅を訪問して、簡易浴槽を利用した入浴の介護を提供します。 

今後も要介護等認定者の増加に合わせて、利用者の身体状況に適切に対応できるサ

ービスの提供を図ります。 

 

■訪問看護・介護予防訪問看護 

療養生活の支援と心身機能の維持、回復を図ります。 

訪問看護ステーションや病院等の看護師等が利用者の自宅を訪問して、療養上の世

話や必要な診療の補助を提供します。 

医療との一体的な支援の充実を図る中で、在宅医療を充実する観点から、需要は増

大するものと想定されます。このため、サービス提供について、今期から新設された

看護小規模多機能型居宅介護や定期巡回・随時対応型訪問介護看護の需要との調整を

図ります。 

 

■訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けます。 

理学療法士や作業療法士が利用者の自宅を訪問して、理学療法や作業療法等の必要

なリハビリテーションを行います。 

今後も、利用者の身体状況に応じた適切なサービスの提供を図ります。 
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■居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

通院が困難な利用者の療養上の管理及び指導を行います。 

医師、歯科医師、薬剤師等が自宅を訪問し、心身の状況や環境などを把握して、療

養上の管理及び指導を行います。 

栄養改善や口腔機能向上等の指導を含め、生活機能の維持及び向上を目的としたサ

ービス提供により、要介護度の重度化の防止に努めます。 

 

■通所介護 

利用者の心身機能の維持と社会的孤立感の解消や、家族の身体的及び精神的負担の

軽減を図ります。 

利用者にデイサービスセンターへの通所（または送迎を行い）、入浴や食事等の日常

生活上の世話や相談、助言、機能訓練、レクリエーション等のサービスを提供します。 

要介護等認定者の心身の状態に応じたサービス提供を目指します。 

 

■通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

心身機能の維持、回復、体力の増進を図り、日常生活上での自立を図ります。 

利用者に老人保健施設や病院等への通所（または送迎を行い）、心身の機能の維持回

復を図り、日常生活の自立を助けるための理学療法や作業療法等のリハビリテーショ

ンを提供します。 

介護予防ケアプランに応じた利用者の選択に対して、柔軟なサービス提供が可能な

体制の整備に努めます。 

 

■短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

利用者の心身機能の維持、家族の身体的、精神的負担の軽減を図ります。 

特別養護老人ホームなどに短期間入所した利用者に、入浴、排せつ、食事等の介護、

その他の日常生活上の世話や機能訓練等のサービスを提供します。 

今後も必要に応じたサービス提供を図ります。 

 

■短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

利用者の心身機能の維持、家族の身体的、精神的負担の軽減を図ります。 

介護療養型医療施設へ短期間入所した利用者に、看護や医学的管理の下、介護及び

機能訓練等の必要な医療や日常生活の世話等のサービスを提供します。 

今後も必要に応じたサービス提供を図ります。 
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■特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームやケアハウス等に入居している要介護者等に、施設が入浴、排せつ、

食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話等を行います。 

今後も必要に応じたサービス提供を図ります。 

 

■福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

心身の機能が低下し日常生活に支障のある利用者に、日常生活上の便宜や機能訓練

に役立つ福祉用具の貸し出しを行います。 

適切にケアマネジメントが行われないと、自立支援を損ねる恐れのある利用が懸念

されるため、妥当性、適合性を精査し、適正な利用の促進を図ります。また、効果的

な支援を図るため、通所系サービスとの連携を推進します。 

 

■特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売 

心身の機能が低下し、日常生活に支障のある利用者等に、日常生活上の便宜や機能

訓練に役立つ福祉用具購入費用を利用者負担割合に応じて支給します。 

福祉用具貸与と同様に、妥当性、適合性を精査し、適正な利用の促進を図ります。

また、効果的な支援を図るため、通所系サービスとの連携を推進します。 

 

■住宅改修・介護予防住宅改修 

心身の機能が低下している高齢者の生活支援や、介護者の負担軽減を図ります。 

手すりの取り付けや段差解消等の小規模な住宅改修を行う場合に、利用者負担割合

に応じて費用を支給します。 

要介護度の重度化を防止し、在宅での生活を支援するため、身体状況に応じた適正

かつ必要な住宅改修の支援を図ります。 

 

■居宅介護支援・介護予防支援 

在宅サービス等が適切に利用できるように、利用者の依頼を受け、介護サービス計

画の作成、介護サービス事業者との連絡調整等を行います。 
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■見込量 年度ごとの利用人数（人/月） 

介護給付 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度 
（2020 年度） 

訪問介護 19 ⼈ 19 ⼈ 20 ⼈

訪問⼊浴介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

訪問看護 10 ⼈ 10 ⼈ 10 ⼈

訪問リハビリテーション 9 ⼈ 9 ⼈ 9 ⼈

居宅療養管理指導 28 ⼈ 29 ⼈ 29 ⼈

通所介護 89 ⼈ 89 ⼈ 90 ⼈

通所リハビリテーション 7 ⼈ 7 ⼈ 7 ⼈

短期⼊所⽣活介護 24 ⼈ 25 ⼈ 26 ⼈

短期⼊所療養介護（⽼健） 5 ⼈ 5 ⼈ 5 ⼈

短期⼊所療養介護（病院等） 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

特定施設⼊居者⽣活介護 4 ⼈ 5 ⼈ 6 ⼈

福祉⽤具貸与 58 ⼈ 58 ⼈ 59 ⼈

特定福祉⽤具購⼊費 1 ⼈ 1 ⼈ 1 ⼈

住宅改修 1 ⼈ 1 ⼈ 1 ⼈

居宅介護⽀援 121 ⼈ 118 ⼈ 116 ⼈

 

介護予防給付 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度 
（2020 年度） 

介護予防訪問⼊浴介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

介護予防訪問看護 5 ⼈ 5 ⼈ 5 ⼈

介護予防訪問リハビリテーション 7 ⼈ 7 ⼈ 7 ⼈

介護予防居宅療養管理指導 7 ⼈ 7 ⼈ 7 ⼈

介護予防通所リハビリテーション 14 ⼈ 14 ⼈ 14 ⼈

介護予防短期⼊所⽣活介護 1 ⼈ 1 ⼈ 1 ⼈

介護予防短期⼊所療養介護（⽼健） 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

介護予防短期⼊所療養介護（病院等） 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈
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 平成 30 年度 
（2018 年度） 

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度 
（2020 年度） 

介護予防特定施設⼊居者⽣活介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

介護予防福祉⽤具貸与 28 ⼈ 28 ⼈ 30 ⼈

特定介護予防福祉⽤具購⼊費 1 ⼈ 1 ⼈ 1 ⼈

介護予防住宅改修 1 ⼈ 1 ⼈ 1 ⼈

介護予防⽀援 60 ⼈ 61 ⼈ 62 ⼈
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（２）地域密着型サービス 

高齢者が住み慣れた身近な地域でサービスを享受できるよう整備します。 

また、認知症高齢者の増加が見込まれるため、受け皿としての地域密着型サー

ビスを充実します。 

 

■認知症対応型通所介護 

介護が必要な認知症高齢者にデイサービスセンターへの通い（または送迎を行い）、

入浴や食事等の日常生活上の世話や相談、助言、機能訓練、レクリエーション等を提

供します。 

通所介護の提供について、通所介護サービス事業者と調整を行い、要介護認定者が

受けやすいサービス提供を目指します。 

 

■小規模多機能型居宅介護 

「通い」を中心として、利用者の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」

を組み合わせてサービス提供を行い、在宅での生活継続を支援します。 

 

■認知症対応型共同生活介護 

介護が必要な認知症高齢者が少人数で共同生活を行い、認知症の進行を和らげます。 

家庭的な雰囲気の中で、介護スタッフが入浴、排せつ、食事等の介護、その他の日

常生活上の世話及び機能訓練を提供します。 

 

■地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 

定員が30人未満の小規模な介護老人福祉施設に入居する方に、日常生活の世話や機

能訓練等の介護サービスを提供します。 

 

■地域密着型特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム等の特定施設のうち、定員が30人未満の小規模な介護専用型特定施

設に入居する方に、日常生活の世話や機能訓練等の介護サービスを提供します。 
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■定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度者をはじめとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、

訪問介護と訪問看護を一体的にまたは、それぞれが連携しながら、定期巡回訪問と随

時の対応を提供します。 

 

■看護小規模多機能型居宅介護 

看護と介護サービスの一体的な提供により医療ニーズの高い要介護者への支援の充

実を図ります。 

 

■見込量 年度ごとの利用人数（人/月） 

介護給付 

 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度）

平成 32 年度 
（2020 年度）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

夜間対応型訪問介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

認知症対応型通所介護 1 ⼈ 1 ⼈ 1 ⼈

⼩規模多機能型居宅介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

認知症対応型共同⽣活介護 15 ⼈ 15 ⼈ 15 ⼈

地域密着型特定施設⼊居者⽣活介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

地域密着型介護⽼⼈福祉施設⼊所者
⽣活介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

看護⼩規模多機能型居宅介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

地域密着型通所介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

 

介護予防給付 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度 
（2020 年度） 

介護予防認知症対応型通所介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

介護予防⼩規模多機能型居宅介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

介護予防認知症対応型共同⽣活介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈

介護予防地域密着型通所介護 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈
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（３）施設サービス 

居宅サービスを利用しても在宅生活が困難な人に対して、必要な施設を整備し

ます。 

 

■介護老人福祉施設 

居宅において適切な介護を受けることが困難な利用者に対し、入浴、排せつ、食事

等の生活上の世話、機能訓練、健康管理、療養上の世話を提供します。 

 

■介護老人保健施設 

入院治療の必要のない利用者に対し、看護、医学的管理下での介護、機能訓練等の

必要な医療、日常生活上の世話を提供します。 

 

■介護療養型医療施設 

療養型病床群等をもつ病院及び診療所の介護保険適用部分に入院する利用者に対し、

療養上の管理、看護、医学的管理下の介護等の世話、機能訓練等の必要な医療を提供

します。 

 

■介護医療院 

「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の医療機能と、「生活施設」

としての機能を兼ね備えた新たな介護保険施設です。 

 

■見込量 年度ごとの利用人数（人/月） 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度 
（2020 年度） 

介護⽼⼈福祉施設 37 ⼈ 37 ⼈ 37 ⼈

介護⽼⼈保健施設 46 ⼈ 46 ⼈ 47 ⼈

介護療養型医療施設 1 ⼈ 1 ⼈ 1 ⼈

介護医療院 0 ⼈ 0 ⼈ 0 ⼈
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３ 第１号被保険者の介護保険料の設定 

（１）介護保険給付費の推計 

①居宅サービス/地域密着型サービス/施設サービス給付費の推計 

単位：（千円） 

 平成 30 年度 
（2018 年度） 

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度 
（2020 年度） 

居宅サービス 

 訪問介護 17,763 17,797  18,788 

訪問⼊浴介護 0 0  0 

訪問看護 5,300 5,300  5,300 

訪問リハビリテーション 2,698 2,575  2,575 

居宅療養管理指導 3,858 4,002  4,002 

通所介護 91,478 91,708  92,730 

通所リハビリテーション 3,991 4,042  4,079 

短期⼊所⽣活介護 26,363 27,614  27,934 

短期⼊所療養介護（⽼健） 6,324 6,324  7,056 

短期⼊所療養介護（病院等） 0 0  0 

福祉⽤具貸与 8,460 8,616  8,808 

特定福祉⽤具購⼊費 216 216  216 

住宅改修費 1,200 1,200  1,200 

特定施設⼊居者⽣活介護 8,819 11,219  13,319 

地域密着サービス 

定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 0 0  0 

夜間対応型訪問介護 0 0  0 

認知症対応型通所介護 912 912  912 

⼩規模多機能型居宅介護 0 0  0 

認知症対応型共同⽣活介護 43,079 43,198  43,198 
地域密着型 

特定施設⼊居者⽣活介護 0 0  0 

域密着型介護⽼⼈福祉 
施設⼊所者⽣活介護 0 0  0 

看護⼩規模多機能型居宅介護 0 0  0 

地域密着型通所介護 0 0  0 

居宅介護⽀援 23,594 23,006  22,604 
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 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度）

平成 32 年度 
（2020 年度）

介護保険施設サービス 
 介護⽼⼈福祉施設 108,483 108,483  108,483 

介護⽼⼈保健施設 134,513 134,273  137,392 

介護医療院 0 0  0 

介護療養型医療施設 3,600 3,600  3,600 

介護サービスの総給付費 490,651 494,085  502,196 

※給付費は１月当たりの数値 

 

②介護予防サービス/地域密着型介護予防サービス給付費の推計 

単位：（千円） 

 平成 30 年度 
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度）

平成 32 年度 
（2020 年度）

介護予防サービス 
 介護予防訪問看護 2,361 2,566  2,607 

介護予防 
訪問リハビリテーション 1,848 1,848  1,848 

介護予防居宅療養管理指導 840 840  840 
介護予防 

通所リハビリテーション 5,160 5,160  5,160 

介護予防短期⼊所⽣活介護 346 346  346 
介護予防 

短期⼊所療養介護（⽼健） 0 0  0 

介護予防 
短期⼊所療養介護（病院等） 0 0  0 

介護予防福祉⽤具貸与 1,409 1,409  1,505 

特定介護予防福祉⽤具購⼊費 240 240  240 

介護予防住宅改修 1,200 1,200  1,200 
介護予防 

特定施設⼊居者⽣活介護 0 0  0 

地域密着型介護予防サービス 
介護予防 

認知症対応型通所介護 0 0  0 

介護予防 
⼩規模多機能型居宅介護 0 0  0 

介護予防 
認知症対応型共同⽣活介護 0 0  0 

介護予防 
地域密着型通所介護 0 0  0 

介護予防⽀援 3,280 3,335  3,389 

介護予防サービスの総給付費 16,684 16,944  17,135 

※給付費は１月当たりの数値
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③総給付費の推計 

前記①と②の合計です。また、平成３７年（2025年）までの給付費は以下のよう

に見込まれます。 

単位：（千円） 

 平成 30 年度
（2018 年度）

平成 31 年度
（2019 年度）

平成 32 年度 
（2020 年度） 

平成 37 年度
（2025 年度）

介護給付費 490,651 494,085 502,196  515,603

予防給付費 16,684 16,944 17,135  17,748

総給付費 507,335 511,029 519,331 533,351
 

④標準給付費の推計 

介護保険事業の給付費見込額（標準給付費見込額）には、介護サービス給付費（低

所得者が施設に入所、あるいは短期入所サービスに滞在したときの食費・居住費の補

足給付）のほか、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費（利用者が１か月

間に支払った１割負担が一定の上限を超えた場合に払い戻される給付）、高額医療合算

介護サービス費、国民健康保険団体連合会への審査支払手数料が含まれます。 

単位：（千円） 

 平成 30 年度
（2018 年度）

平成 31 年度
（2019 年度）

平成 32 年度 
（2020 年度） 合計 

総給付費 507,335 511,029 519,331 1,537,695

特定⼊所者介護サービス費等給付額 12,000 12,500 13,000 37,500

⾼額介護サービス費等給付額 8,500 9,000 9,500 27,000
⾼額医療合算介護サービス費等 
給付額 1,000 1,000 1,000 3,000

算定対象審査⽀払⼿数料 442 455 469 1,366

標準給付費⾒込額 529,277 533,984 543,300.2 1,606,561

 

⑤地域支援事業費 

地域支援事業は、高齢者等が要支援及び要介護状態になることを予防するとともに、

介護が必要になった場合においても、可能な限り地域において自立した生活を営むこ

とができるよう支援することを目的とした事業です。 

「介護予防・日常生活支援総合事業」「包括的支援事業・任意事業費」「任意事業」

で構成され、以下のように見込まれます。 

単位：（千円） 

種類 平成 30 年度
（2018 年度）

平成 31 年度
（2019 年度）

平成 32 年度 
（2020 年度） 合計 

地域⽀援事業費 31,000 32,000 33,000  96,000
 介護予防・⽇常⽣活⽀援 

総合事業費 14,000 15,000 16,000  45,000

包括的⽀援事業・任意事業費 17,000 17,000 17,000  51,000
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（２）所得段階別人口 

所得段階別の区分について、今期における所得段階別人口は、現状の所得段階

別人口比より、以下のように設定しました。 

単位：（人） 

所得段階 対 象 者 
⼈⼝ 

平成 30 年度
（2018 年度）

平成 31 年度 
（2019 年度） 

平成 32 年度
（2020 年度）

第１段階 

生活保護を受給している人 

世帯全員が町民税非課税で、老年福祉年金を受給

している方 

本人及び世帯全員が町民税非課税で、 

課税年金収入額と合計所得金額の合計が 

年間 80 万円以下の方 

195 198  198 

第２段階 
本人及び世帯全員が町民税非課税で、本人の課税

年金収入額＋合計所得金額が年間 80 万円以上

120 万円以下の方 

156 158  158 

第３段階 世帯全員が町民税非課税で、本人の課税年金収入

額＋合計所得金額が 120 万円を超える方 
134 135  135 

第４段階 
本人が町民税非課税で世帯の中に町民税課税者が

いる方で、公的年金等収入と合計所得金額の合計

が年間 80 万円以下の方 

252 250  250 

第５段階 
本人が町民税非課税で、世帯内に町民税課税者が

いる方で、本人の課税年金収入額＋合計所得金額

が 80 万円を超える方 

395 396  395 

第６段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 120 万円

未満の方 
291 287  287 

第７段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 120 万円

以上 200 万円未満の方 
150 147  147 

第８段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 200 万円

以上 300 万円未満の方 
64 63  63 

第９段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 300 万円

以上 400 万円未満の方 
36 35  35 

第 10 段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 400 万円

以上の方 
32 32 32

合 計 1705 1701 1700
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（３）所得段階別保険料の設定 

10 段階で保険料を設定しました。 

単位：（円） 

所得段階 対 象 者 保険料 
割合 

年額保険料 
(平成 30 年度 

〜32 年度)

第１段階 

生活保護を受給している方 

世帯全員が町民税非課税で、老年福祉年金を受給している方 

本人及び世帯全員が町民税非課税で、課税年金収入額と 

合計所得金額の合計が年間 80 万円以下の方 

標準額 

×0.5 
33,600

第２段階 本人及び世帯全員が町民税非課税で、本人の課税年金収入額＋ 

合計所得金額が年間 80 万円以上 120 万円以下の方 

標準額 

×0.75 
50,400

第３段階 世帯全員が町民税非課税で、本人の課税年金収入額＋合計所得金額

が 120 万円を超える方 

標準額 

×0.75 
50,400

第４段階 本人が町民税非課税で世帯の中に町民税課税者がいる方で、 

公的年金等収入と合計所得金額の合計が年間 80 万円以下の方 

標準額 

×0.9 
60,480

第５段階 
（標準額） 

本人が町民税非課税で、世帯内に町民税課税者がいる方で、 

本人の課税年金収入額＋合計所得金額が 80 万円を超える方 

標準額 

×1.0 
67,200

第６段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 120 万円未満の方 
標準額 

×1.2 
80,640

第７段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 120 万円以上 200 万円未満

の方 

標準額 

×1.3 
87,360

第８段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 200 万円以上 300 万円未満

の方 

標準額 

×1.5 
100,800

第９段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 300 万円以上 400 万円未満

の方 

標準額 

×1.7 
114,240

第 10 段階 本人が町民税課税で、合計所得金額が 400 万円以上の方 
標準額 

×1.75 
117,600
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（４）介護保険料基準額の設定 

①保険給付費の財源 

介護保険制度においては、介護保険事業に係る費用のうち、１割から３割までの利

用者負担を除いた費用の財源割合が介護保険法によって定められており、原則として

50％を被保険者の保険料、50％を公費とされています。また、被保険者の保険料の

うち、本計画期間は原則として23％を第１号被保険者、27％を第２号被保険者が賄

うことになります。前記①と②の合計です。また、平成37年（2025年）までの給付

費は以下のように見込まれます。 

単位：（％） 

 介護給付費 
（施設等） 

介護給付費 
(その他サービス)

地域⽀援事業費 

介護予防事業 包括的⽀援事業 
任意事業

国 15.0 20.0 20.0 38.5

国調整交付⾦※1 5.0 5.0 5.0 ―

県 17.5 12.5 12.5 19.25

市町村 12.5 12.5 12.5 19.25

第１号被保険者※２ 23.0 23.0 23.0 23.0

第２号被保険者※3 27.0 27.0 27.0 ―

合計 100.0 100.0 100.0 100.0
※1 調整交付⾦については、各市町村の⾼齢化率や所得⽔準による財政⼒格差を調整するため、市町村によって 

５％未満や５％を超えて交付されることがあります。 
※2 65 歳以上の被保険者の保険料 
※3 40 歳以上 65 歳未満の被保険者の保険料（医療保険料と⼀括して納めます） 
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②第１号被保険者の介護保険料 

■介護保険料収納必要総額 

保険料収納必要総額は、次の方法で計算します。 

その結果、本町の平成 30 年度（2018 年度）から平成 32 年度（2020 年度）

までの保険料収納必要総額は約 3.4 億円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■保険料賦課総額 

保険料の収納率を 99.8％と見込みますと、平成 30 年度（2018 年度）から

平成 32 年度（2020 年度）までの保険料賦課総額は、約 3.4 億円となります。 

 

 

 

 

 

 

■保険料基準額 

本町の第１号被保険者数は３年間で延べ 5,059 人と推計されますが、保険料

基準額については、所得段階別加入割合に応じて補正して算出します。 

次のとおり算定しますと、保険料基準月額は 5,600 円となります。 

 

 

 

 

 

  

平成 30 年（2018 年）
〜平成 32 年（2020 年）

のサービス給付に 
必要な費⽤ 

（標準給付費＋ 
地域⽀援事業費） 

準備基⾦ 
取崩額 

保険料収納 
必要総額 

第１号 
被保険者 
負担分 
23% 

調整交付⾦ 
相当額 

調整交付⾦ 
⾒込額 

保険料収納 
必要総額 保険料収納率 保険料賦課総額 

12 か⽉ 保険料賦課総額 所得段階別加⼊割合補正後 
第１号被保険者数（３年間） 保険料基準⽉額 
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単位：（円、％、人） 

 平成 30 年度
（2018 年度）

平成 31 年度
（2019 年度）

平成 32 年度 
（2020 年度） 合計 

標準給付費 529,277,000 533,984,600 543,300,200  1,606,561,800

地域⽀援事業費 31,000,000 32,000,000 33,000,000  96,000,000

第 1 号被保険者負担分 128,863,710 130,176,458 132,549,046  391,589,214

調整交付⾦相当額 27,163,850 27,449,230 27,965,010  82,578,090

調整交付⾦⾒込額 45,038,000 44,797,000 45,024,000  134,859,000

財政安定化基⾦拠出⾦⾒込額 0 0 0 0

市町村特別給付費等の⾒込額 0 0 0 0

準備基⾦取崩額 0 0 0 0

保険料収納必要額 ― ― ― 339,308,304

予定保険料収納率 ― ― ― 99.80

保険料賦課総額 ― ― ― 339,988,280

被保険者数（補正後） ― ― ― 5,059

 

第 7 期保険料基準⽉額（円） 5,600

第 6 期保険料基準⽉額（円） 5,200

第 6 期からの増加額（円） 400

第 6 期対する増加額（％） 7.69
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第６章 計画の進行管理と連携体制の推進 

１ 計画の進行管理 

（１）ＰＤＣＡサイクルの活用 

本計画に基づいて行われる事業が、目的通りの成果を上げているかどうかをチ

ェックし、その結果を基に計画をより実効性のあるものにしていくために、事業

進行を客観的に管理（評価）していきます。 

 

（２）点検・評価等と公表に向けた取組み 

本計画は、平成 30 年度（2018 年度）から平成 32 年度（2020 年度）の高

齢者のあるべき姿を念頭におき、目標を掲げて策定しています。毎年度、計画の

達成状況を点検・評価し、進行管理を行うとともに、計画期間の最終年度となる

平成 32 年度（2020 年度）に事業実績、実施状況や効果等計画全体の評価をお

こない、次期計画に反映していきます。 

 

２ 庁内及び関係行政機関等の連携体制の強化 

関係者や住民に計画の趣旨や内容の周知を図り、保健・医療・福祉の関係機関

や地域団体との連携の強化、協力体制づくりを推進します。また、庁内では関係

各課の連携に努めるとともに、地域包括支援センター運営協議会等の各協議会や

委員会との連携を強化し、計画の着実な実施に努めます。 

 

３ サービス提供事業者等への取組み 

各種サービスの需要を把握し、必要なサービスの提供に努め、介護サービス提

供事業者との連携を強化し、提供されるサービスの質の向上に努めます。また、

県と協力して、住民等へ事業者のサービス内容等を分かりやすく情報提供し、利

用者がサービス提供事業者を適切に選択できるよう努めます。 
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４ 市民一人ひとりの取組みによる地域福祉の推進 

誰もが住み慣れた地域で安心して生活していくためには、行政や民間事業者が

提供する保健福祉サービスだけではなく、地域住民による支え合いや助け合いな

どの地域福祉活動の充実が必要です。民生委員や地域福祉の推進役である社会福

祉協議会の活動を促進するとともに、ボランティア・ＮＰＯ等市民の自主的な活

動組織を支援し、地域福祉の推進に努めます。 

 

５ 県・近隣市町村との連携 

（１）県による市町村支援 

岐阜県が策定する「第 7 期岐阜県高齢者安心計画」だけでなく、県が定める地

域医療構想を含む医療計画との整合性も図る必要があるため、県との協議の場に

おいて関係協議等を行います。 

 

（２）近隣市町村相互間の連携 

かも丸ネットをはじめとする加茂地域８市町村と、広域連携を行っていきます。 
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参 考 資 料 

１ アンケート調査の概要 

（１）調査の概要 

①調査の目的 

七宗町に居住する65歳以上のの方を対象に、安心して暮らせる高齢社会の実現のた

めに、計画策定に必要となる将来推計の基礎資料を得ることを目的としています。 

 
②調査の方法 

■実施期間 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

平成29年（2017年）２月10日～３月10日 郵送方式による調査 

在宅介護実態調査 

平成29年（2017年）４月５日～４月21日 郵送方式による調査 

 
■調査対象者 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

平成29年（2017年）２月１日現在、七宗町に居住する65歳以上の一般高齢者（要

支援１・２認定者及び要介護１～５認定者を除く） 

在宅介護実態調査 

平成29年（2017年）３月10日現在、七宗町に居住する65歳以上の要支援１・２

認定者及び要介護１～５認定者のうち、在宅で介護を受けている方 

 
③配布と回答状況 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

地区名 調査対象者数 
（⼈） 

調査票の配布数 
(⼈)

有効回答者数 
(⼈)

有効回答率 
(％) 

町全体 1,334 600 457 76.2

神淵地区 591 260 190 73.1

上⿇⽣地区 454 210 160 76.2

川並地区 143 58 50 86.2

中⿇⽣地区 163 72 57 79.2
（注）回収した調査票の中に無効回答者が 18 人いました。 
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在宅介護実態調査 

地区名 調査対象者数 
（⼈） 

調査票の配布数 
(⼈)

有効回答者数 
(⼈)

有効回答率 
(％) 

町全体 226 226 157 69.5

神淵地区 97 97 68 70.1

上⿇⽣地区 96 96 68 70.8

川並地区 21 21 10 47.6

中⿇⽣地区 12 12 11 91.7
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（２）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 
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（３）在宅介護実態調査 
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２ 計画の策定経過 

期間 項⽬ 内容等 

平成 29 年（2017 年） 

10 月 25 日 
第１回策定委員会

・平成 28 年度決算及び保険給付執行状況 

・高齢者福祉計画・第 7 期介護保険事業計画

策定について 

・調査結果報告 

平成 29 年（2017 年） 

12 月 20 日 
第２回策定委員会 ・計画の素案について 

平成 30 年（2018 年） 

２月１日～2 月 21 日 
パブリックコメント

・役場住民課、ホームページ上にて素案公表

・直接持参、郵便、ファクシミリ、電子メー

ルにて意見を募集 

平成 30 年（2018 年） 

2 月 28 日 
第３回策定委員会

・高齢者福祉計画・第 7 期介護保険事業計画

策定について 

・町長答申 
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３ 七宗町高齢者福祉計画・第７期介護保険事業計画策定委員

会委員名簿 

※敬称略 

区分 ⽒ 名 備 考 

被保険者代表 

阿部 嘉弘 第１号保険者代表 

堀部 美代子 第２号保険者代表 

渡辺 彰子 第２号保険者代表 

学識経験者代表 

大矢 政敏 医師 

大鋸 利光 町議会教育民生常任委員長 

事業従事者代表 

坂元 鉄也 社会福祉法人慈恵会 川辺エリア長 

吉村 あや子 介護老人保健施設 穂 

長谷 紀幸 七宗町社会福祉協議会 

 
区分 ⽒ 名 職 名 

事務局 

渡辺 豊明 住民課長 

長島 富夫 税務課長 

杉浦 貴子 課長補佐兼保険係長 

田中 るり子 課長補佐兼健康係長 

鈴木 恵子 地域包括支援センター 

加藤 祐美 地域包括支援センター 

渡邉 誠司 保険係 

塚本 りえ 保険係 
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